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GXリスキリングの必要性

カーボンニュートラルが潮流となっている中、
技術・企業価値・事業性のいずれの観点からも、GX人材の育成は重要です

背景

GXによる
ビジネス

環境の変化

対策

2050年のカーボンニュートラル実現が目標とされる中、官・民・消費者のいずれのセクターにおいても、
脱炭素の重要性が増加。これに伴う構造的な変化への対応が必要に

技術 情報開示・KPI ビジネスモデル

技術のイノベーション

化石燃料から
再エネ・水素・アンモニア等
新たな技術革新が必要

（制度や消費者の要望に沿う）
必要な情報開示が変化

Scope1~3排出量や製品CFPの
算定・開示・

目標設定・削減を
詳細に求められる傾向

業界構造や勝ち筋の変化

業界環境が大きく変化する中で、
戦略、体制、オペレーションを

変化させる必要

国や自治体の政策・優遇制度を
理解した事業展開

GXの業界構造・政策・制度・ビジネスモデルの変化を戦略的にリード・マネジメントする人材や、
GX化業務を推進できる人材の育成が必要となる
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排出集約産業を中心としたネットゼロ移行の世界的影響

極端な気候変動と排出集約型産業に制約を課すネットゼロへの経済移行により
世界労働人口の1/4に相当する8億人以上の雇用が影響を受ける可能性があります

ジョブ脆弱性指数*

データソース:Deloitte Economics Institution
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*:当該地域の労働人口のうち能動的な移行により影響を受ける産業で働く労働者の割合(FTE換算)
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「能動的な移行」により創出される雇用

一方で協調的な脱炭素化と適切な政策を通じた「能動的な移行」の実現により
2050年までに世界全体で3億人以上の新しい雇用を創出することが可能です

⁺7500
万人

+2100
万人

+2600
万人

データソース:Deloitte Economics Institution
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サービス概要

GX人材育成前の戦略策定、人材育成、育成後の人材活躍・カルチャー浸透まで、
一貫した流れの中で、企業のGXリスキリング推進を戦略的にサポートします

GX推進、伴走支援

• GX営業への伴走支援
• 全社GX推進の伴走支援

GXカルチャー浸透、
制度改革

• GXの全社展開
• カルチャー変革
• 経営層GX人材育成 意識
改革

• 人事諸制度の整備

育成した人材の再配置、
再配置後の活躍支援GX戦略

策定

GX組織
設計

GX推進の
ためのカル
チャー改革

課
題
整
理
・
ニ
ー
ズ
把
握
（
ビ
ジ
ネ
ス
・
組
織
人
材
面
）

• チーム組成
• オンボーディング、Check-In
• アセット活用
（タレントマッチング）

GX補助・
税制優遇

STEP 1
GX人材
要件定義

STEP 2
育成体系・
育成施策の
立案

STEP 3
GX

人材育成

STEP 4 
実践機会の
提供・再配置

育成状況可視化・高速PDCAサイクル

クライアントの社内プロジェクトにデロイ
トメンバーが参画し、推進の助言やコー
チングを通して人材育成をサポートする

• GX人材の育成ニーズに対して、 GX人材育成コンサルを提供

GX人材育成コンサル GX人材育成研修・
トレーニング（Off-JT/OJT）

GXコンサルティング GX人材育成コンサルティング GX伴走コンサルティング2 31
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脱炭素経営のアジェンダの広がり

【 GXコンサルティング】
クライアント企業様が目指す脱炭素経営の姿（取組範囲、スタンス、深度）を明らかにし
ていきます

1

 新規ビジネス
 R&D

 官民連携実証（ス
マートシティなど）

 エネルギー転換・設備転換（再エ
ネ調達、原料転換など）

 事業部評価KPI／ポートフォリオ
見直し（ICPなど）

 事業再編、提携、買収

 Scope1~3の精緻化（製
品別、事業部別・・・）

 算定ツール導入（DX）

 TCFD対応
 戦略・目標設定
 SBT・開示対応

戦略策定

GHG排出量
算定

排出削減
対策導入

新事業創造

程度の差はあるものの多くの企業が取り組
んでいる領域

エネルギー多消費産
業が先行的に実施
し、今後他セクターに
広がっていく

※エネルギー、素材、
化学
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専門的な知見を有するプロフェッショナルが、GXリスキリングを支援します

カーボンニュートラル領域専門家 人事・組織開発領域専門家

小野 隆
HR Transformation 事業責任者
事業会社からデロイトに移り20年以上の人事コンサル経験
をもつ
共著：最強組織をつくる人事変革の教科書、Global 
Human Capital Trendsに関連するセミナー多数

代表的なプロジェクト
 デジタルHR＆Employee Experience：
スマートワーク・リモートワーク、DXを推進するための
デジタル人材の確保・育成・行動変容、デジタル組織設計、
個社を超えた人材流動化、トランスフォーメーション支援ツール WellMe™

 HRサービスデリバリー：
人事の効率化・高度化の観点からHRオペレーティングモデル
（機能・組織）、人事業務変革（RPA/HRチャットボット）、
HR人材変革

 HRTテクノロジー：
データドリブンHRを志向した人事システム選定、
クラウドベースのタレントマネジメントシステム導入

その他、M&A・グループ内組織再編における人事PMI、基幹人事制度、退職給付、役員報酬
制度、組織風土、ワークフォースプランニング等、人事領域において幅広い知見をもつ

加藤 健太郎
執行役員
デロイト トーマツグループ Sustainability ＆ Climate 
Initiative Consulting Leader

金融系シンクタンク、米国系コンサルティングファーム、再生可能
エネルギー事業会社を経て現職。
パブリックセクター部門で再生可能エネルギー・水素・蓄電池・
GHGマネジメント、新興国支援などを推進するチームをリードし、
政策起点からビジネス戦略に落とし込むコンサルティングサービス
を展開。

主要プロジェクト実績
 再生可能エネルギー事業戦略策定
 洋上風力事業参入支援
 再生可能エネルギー事業戦略策定
 海外展開の支援

 脱炭素における新ビジネス創出、戦略策定
 脱炭素マッケートにおける新規ビジネスモデル検討
 洋上風力導入に伴う系統インフラの投資効果検討
 クリーンエネルギー、排出権調達のための制度調査

 GHG定量分析・カーボンマネジメント
 Scope1～３算定支援
 GHG排出量可視化のためのツール導入支援

 クリーンエネルギーに関する制度・政策検討・調査
 新興国におけるエネルギーファイナンス・スキーム調査
 再生可能エネルギーの海外展開に関する調査
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